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資料１



人材育成課　　　

１　目　　的

　県内産業界に必要な人材の育成・確保及び県民のライフステージに応じたキャリア教育等を

促進するため、産業労働部内に設置（H20.4.1）した「産業人材育成支援センター」を中心に、

関係団体等と連携を図りながら総合的に人材育成策を実施する。

２　事業内容

（１）産業人材カレッジ（スキルアップ講座）事業 36,763千円

①技術者・技能者等(在職者）を対象とした講座の開催（175コース）

②技能五輪等の選手育成のための講座の開催（10コース）

③工業技術総合センター等との連携による技術講座の開催（15コース）

（２）信州ものづくり未来塾事業（拡充） 10,441千円

小中学生・高校生等を対象に、信州ものづくりマイスター等による講習・講話等を実施

　　※詳細別紙

（３）研修情報の提供 2,832千円

県内の研修情報を収集し、ホームページを通じて県民・企業等に提供

（４）総合相談窓口の開設 2,153千円

人材育成コーディネーターを配置し、人材育成に関する相談・支援を実施

（５）産業人材育成支援ネットワークの運営

29団体・機関で構成する「産業人材育成支援ネットワーク」により相互の連携を強化

３　予算額（案）

　　５２，１８９千円 （国補1,401千円、使・手等8,240千円、一財42,548千円）

　※平成27年度　　５０，３８８千円

産業人材育成支援センター事業費
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人材育成課

１　目的

　若者のものづくり離れが言われる中で、小中学校・高等学校等に「信州ものづくりマイスター」等を

派遣し、熟練の技や地域の企業を身近に感じてもらうことにより、本県の基幹産業であるものづくり

　 産業を担う人材の確保・育成を図る。

２　事業内容

区　　分

　（１）対象者 新　小中学生 高校生 特別支援学校生徒等

　（２）講 師 アビリンピック指導者

　（３）実施回数

　（４）コーディネーター

　（５）広 報

　　〈変更点〉

　　　　①マイスター等派遣の小中学校への拡大

　　　　②講師の拡充（伝統工芸士、技能五輪全国大会入賞者を追加）

　　　　③実施回数の増（20講座→80講座）

　　　　④情報サイト構築によるマイスター等及び活動内容のＰＲ

３　予算額（案）

　　　１０，４４１千円 （諸収入17千円、一財10,424千円）

   　　　※平成27年度　　７，６７１千円

　　   　（内訳）

　　　　 　 ①マイスター等派遣経費 5,502千円　　　　　　　　　

　　　　  　②コーディネーター配置経費 4,461千円　　　　　　　　　

　　　　　  ③情報サイト構築経費 478千円　　　　　　　　　

信州ものづくり未来塾事業費

内　　　　　　　　　　　容

新　マイスター等や活動内容を紹介するホームページを開設

２　名

８０講座　（H27：２０講座）

　　　　　　　　　 信州ものづくりマイスター

　　　　　　　新　伝統工芸士

　　　　　　　新　技能五輪全国大会入賞者
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人材育成課　　　

１　目　　的

　　労働者の職業能力の開発及び向上を図るため、事業主や事業主の団体等（以下、「事業主等」と

　いう。）が労働者に対して行う職業訓練を認定し、その運営費等を支援する。

２　事業内容

（１）職業訓練の認定

　知事は、事業主等からの申請に基づき、当該事業主等が行う職業訓練について、国が定める

基準（教科、訓練期間、設備等）に適合するものであることを認定することができる。

（２）補助金の交付

　上記の認定を受けた職業訓練のうち、一定の基準（訓練生数等）を満たす訓練を行う中小企業

の事業主等に対し、補助金を交付する。

　①運営費補助金

○補助対象経費：職業訓練に要する経費（講師謝金、教材購入費等）

○補助対象者：中小企業の事業主、事業主の団体、職業訓練法人等

○補助内容

補助基準 補助単価 補助率
訓練生数

（Ｈ28予定）

訓練生数3人以上の職業訓練

　（Ｈ27に、5人以上から3人以上に緩和）

（建設分野）
・1訓練科当たり固定費　1,631,000円
・訓練生1人当たり単価　　　69,000円

（建設以外）
・1訓練科当たり固定費　1,508,000円
・訓練生1人当たり単価　　　63,000円

２/３ 122人

訓練生数1人以上の職業訓練

　（Ｈ27に、5人以上から1人以上に緩和）

（建設分野）
・訓練生1人当たり単価　　　9,200円

（建設以外）
・訓練生1人当たり単価　　　8,410円

２/３ 2,066人

　②設備費補助金

○補助対象経費：認定職業訓練に使用する設備の整備に要する経費

○補助対象者：中小企業の事業主の団体等

○補助内容：ノートパソコン購入等（３校）、補助率２/３

３　予算額（案）

　　　　７４，９１３千円　　（国補38,031千円、一財36,882千円）

   　　※平成27年度　　７６，２８１千円

認定職業訓練助成事業費

区　分

普通課程
（1年以上）

短期課程
（6月以下）
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人材育成課　　　

１　目　　的

　　離転職者等を対象に、就職に必要な知識・技能を習得するための職業訓練を民間教育訓練

　機関等に委託して実施し、就職の促進を図る。

２　事業内容

（１）対象者

　　　　公共職業安定所への求職申込者で、公共職業安定所長の受講指示、受講推薦又は支援

　　　指示を受けている者

（２）事業概要

訓練期間 委託先 委託料（1人月額） H28定員 H27定員

 知識等習得コース
（人） （人）

 一般訓練 1,015 1,045

 母子家庭の母等向け訓練 3か月  専修学校 50,000円　 30 30

 短時間訓練（80時間/月）  社会福祉法人 30 40

2年  NPO法人 90,000円　 102 91

4か月 　　　等 60,000円　 70 100

3か月 100,000円　 40 20

 求人セット型訓練 3か月 60,000円　 25 40

- - - 1,312 1,366

※ ・知識等習得コースに「託児付き訓練」を付加（30人、未就学児童1人当たり月額66,000円）

・知識等習得コースについて、訓練修了後３か月以内の就職率に応じ就職支援経費を支給

・授業料、入校料、託児料等は無料（テキスト代等の実費は受講者負担）

（３）訓練支援員

　　　　技術専門校、工科短期大学校等に配置し、委託先の開拓や訓練・就職の支援等を実施

　　　　　職業能力開発コーディネーター ６名 等

　　 新　就職支援員（キャリアコンサルタント） ２名

　　 新　精神保健福祉士等の派遣　　

３　予算額（案）

　　　　４７０，１８８千円

　　　　　　　　　　（国補5,142千円、国委463,819千円、諸収入220千円、一財1,007千円）

   　　※平成27年度　　４７８，８１２千円

訓　練　形　態

合　　　　　　計

民間活用委託訓練事業費

 資格取得コース（介護福祉士養成科）

 日本版デュアルシステム（座学+実習）

 建設人材育成コース
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人材育成課　　　

１　目　　的

　　障がい者を対象に、能力や適性等に対応した多様な職業訓練を企業・社会福祉法人等に委託して

　実施し、障がい者の就職の促進を図る。

２　事業内容

（１）事業概要

訓　練　内　容 訓練期間 委託先
委託料

（1人月額）

H28
定員
(人)

H27
定員
(人)

障がい者の就職の促進に資す
る知識・技能の習得を目的とし
た集合訓練

※日本版デュアルシステム（座学+実
習）を含む

企業
社会福祉法人

ＮＰＯ法人
　　　　　等

110 115

特別支援学校高等部等の在校
生で就職未内定者を対象に、職
業能力の向上を図る個別訓練

企業等
（実習先）

30 30

企業等の現場を活用して障がい
者の実践的な職業能力の開発・
向上を目的とした作業実習を行
う個別訓練

企業等
（実習先）

125 135

インターネットを利用して、教材
の配信、受講状況の管理、技能
習得指導等を行う在宅訓練

3～6か月
 在宅就労支援
 団体等

10 10

- - - - 275 290

※ ・　新　知識・技能習得訓練コースについて、就職者数に応じ就職支援経費を支給（就職者1人当たり20,000円）

・授業料、入校料等は無料（テキスト代等の実費は受講者負担）

（２）実施主体 　　長野技術専門校、松本技術専門校、佐久技術専門校、南信工科短期大学校

（３）訓練支援員 　　障がい者職業訓練コーディネーター　　 ４名（各校1名）

　　障がい者職業訓練コーチ ４名（各校1名）

　　新　手話通訳者等の派遣

３　予算額（案）

　　　　８５，２８６千円　　（国委85,186千円、諸収入100千円）

   　　※平成27年度　　８８，２３３千円

合　　　計

　原則3か月
　以内

※日本版デュア
ルシステムは企
業実習1か月を
追加

知識・技能習得
訓練コース

60,000円

※日本版デュ
アルシステムの

企業実習は
90,000円

障がい者民間活用委託訓練事業費

訓練形態

特別支援学校
早期訓練コース

実践能力習得
訓練コース

ｅ-ラーニング
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人材育成課　　　

１　目　　的

　新規学卒者・離転職者等に対し、就業に必要な技能・技術及びこれに関する知識を習得する
ための職業訓練を実施し、県内産業界を担う人材を育成する。

２　事業内容
（１）工科短期大学校（専門課程・短期課程） （人）

訓 練 科
学年
定員

期間
H28
定員

H27
定員

訓 練 科
前・後期

定員
期間

H28
定員

H27
定員

工科短期大学校 生産技術科 20 2年 40 40

制御技術科 20 2年 40 40

電子技術科 20 2年 40 40

情報技術科 20 2年 40 40

小　計 80 － 160 160

　新 機械・生産技術科 20 2年 20 - 機械科 10 6月 20 －

南信工科短期大学校 電気・制御技術科 20 2年 20 -

小　計 40 － 40 -

120 － 200 160 合　計 10 － 20 －

（２）技術専門校（普通課程・短期課程） （人）

訓 練 科
学年
定員

期間
H28
定員

H27
定員

訓 練 科
前・後期

定員
期間

H28
定員

H27
定員

長野技術専門校 機械加工科 20 1年 20 20

電気工事科 20 1年 20 20

画像処理印刷科 15 1年 15 15

木造建築科 20 1年 20 20

小　計 75 － 75 75

松本技術専門校 電気建築設備科 30 2年 60 60

自動車整備科 25 2年 50 50

建築科 20 2年 40 40

小　計 75 － 150 150

岡谷技術専門校 ものづくり技術科 10 1年 10 10 機械制御・電子制御コース 10 6月 20 20

飯田技術専門校 自動車整備科 20 2年 40 40

木造建築科 20 1年 20 20

小　計 40 － 60 60

佐久技術専門校 生産技術システム科 20 1年 20 20 機械CAD加工コース 10 6月 20 20

上松技術専門校 木工科 20 1年 20 20

木材造形科 20 1年 20 20

小　計 40 － 40 40

 廃 伊那技術専門校 メカトロ・情報システム － － － 30 機械科 － － － 10

260 － 355 385 合　計 20 － 40 50

（３）施設外訓練 （人）

３　予算額（案）

　　１，６４５，９３５千円
（国補375,613千円、国委549,005千円、使・手等149,447千円、一財571,870千円）

   　　　　※平成27年度　　１，５８３，１４７千円

275

1,366

290

民間活用委託訓練

障がい者民間活用委託訓練

校　　名
専　門　課　程 短　期　課　程

工科短期大学校・技術専門校運営事業費

1,312

合　　　計

合　　　計

事　　業　　名 H28定員 H27定員

校　　名
普　通　課　程 短　期　課　程
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人材育成課

１　目　　的

　県内産業界の求める高度な技能・技術を持った人材を確保・育成するため、平成28年4月に

長野県南信工科短期大学校を開校する。

２　南信工科短期大学校の概要

（１）設置場所 上伊那郡南箕輪村

（２）設置学科等 「機械・生産技術科」、「電気・制御技術科」各20名（２年制）

（３）附置機能 短期課程：「機械科」（６か月、前期・後期各10名）

離職者訓練：民間活用委託訓練、障がい者民間活用委託訓練

在職者訓練：スキルアップ講座

３　事業内容等

（１）建設事業費

 　①スケジュール等

   ②総事業費 １，８０５，１１８千円（平成26年度～28年度）

　 ③予算額（案） 　　３８６，３３５千円　　

　　　　　（国補121,967千円、県債143,000千円、一財121,368千円）

（２）運営事業費

　 　予算額（案） 　　７４，５９３千円

　　　　　（国補14,911千円、使・手等11,141千円、一財48,541千円）

　　　　（内訳）

・運営事業費（光熱水費、消耗品費、保守点検委託費等） 28,943千円

・専門課程教育事業費（非常勤講師報酬、教員旅費等） 11,566千円

・学生教育事業費（図書費、学生募集経費等） 3,402千円

・設備整備事業費（機器リース料、研究備品費等） 26,443千円

・短期課程訓練事業費（短期課程非常勤講師報酬等） 4,239千円

事　　業　　費 105,242千円 1,313,541千円 386,335千円

南信工科短期大学校建設・運営事業費

年　　度 Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

施 設 整 備

9月

6月
7月

新築棟建設工事解体工事

12月

5月 3月

3月 4月 2月

既存施設改修工事

4月

基本設計・実施設計

12月

開

校

外構工事
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